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東京 375.0 374.2 366.3 366.2 364.8 372.9 

神奈川 332.5 334.3 333.6 318.3 324.9 329.8 

千葉 304.7 304.0 300.9 294.9 297.4 299.0 

埼玉 290.1 296.2 295.5 294.3 296.2 292.5 

群馬 293.8 279.1 276.2 274.2 273.9 279.4 

大阪 320.8 325.7 324.4 319.8 316.9 315.6 

愛知 312.7 316.0 310.0 307.6 312.5 308.9 
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平成23年の「賃金構造基本統計調査」の速報値が発表になりました。今回のあおぞらレターは 

この統計から過去6年を振り返り、固定的な給与の推移や傾向を紹介いたします。 

★過去6年間における所定内給与（※）の推移 

※所定内給与：給与支給額から残業代等を差し引いた額 ※※H23年は6月分の額 

★リーマンショック直後よりは徐々に回復傾向に向かっているが、ほとんどの都道府県で、 

平成18年の水準にまでは戻っていない。 ……景気の回復の鈍さが給与額にも影響？ 

～給与水準の動向は、景気や社会情勢にも影響され年々変化します。 

企業に応じた定期的な見直しが大切です。～ 

厚生労働省：「賃金構造基本統計調査（都道府県別速報）」より 

リーマンショック直後で給与減少 


